
記号 摘　　　要 事　　　項　（語　　　群）

Ａ 公告年月日 令和８年１月２３日（金）

Ｂ 学長氏名 塩﨑　一裕

Ｃ 件名及び数量 奈良先端大警備業務　一式

Ｄ 履行期間 令和８年４月１日（水）から令和１１年３月３１日（土）まで

Ｅ 履行場所
生駒市高山町８９１６－５、生駒市高山町８９１６－１４及び生
駒市高山町８９１６－１９（国立大学法人奈良先端科学技術大学
院大学構内（学生宿舎、事務局別館を含む。））

Ｆ 契約基準 役務請負契約基準

Ｇ 入札書記載金額 総価

Ｈ １円未満の端数金額
（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てた金額とする。）

Ｉ 競争参加資格（年度） 令和８年度

Ｊ 競争参加資格（格付け） 「役務の提供等」のＡ,Ｂ又はＣの等級

Ｋ 入札書等の受領期限 令和８年２月４日（水）　１２時００分

Ｌ 開札年月日 令和８年２月１９日（木）

令和８年２月１９日（木）　１０時００分

国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学

事務局別館１階会議室

Ｎ 支払条件 請負代金は毎月払いとする

Ｏ 質疑提出期限 令和８年１月２８日（水）　１２時００分

Ｐ 質疑回答閲覧期間 令和８年１月３０日（金）から令和８年２月４日（水）まで

入　札　要　項

業　務　名 : 奈良先端大警備業務

Ｍ 開札の日時及び場所
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 国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学における入札公告（Ａ付け）に基づく入札等に

ついては、国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学会計規則、国立大学法人奈良先端科学技

術大学院大学契約事務取扱規程、国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学物品供給等契約要

項及び入札公告に定めるもののほか、この入札説明書によるものとする。 

 

１ 契約担当者等 

  （１）国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学 学長 Ｂ 

  （２）法人名 国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学 

  （３）所在地 〒６３０－０１９２ 奈良県生駒市高山町８９１６－５ 

 

２ 調達内容 

  （１）件名及び数量 Ｃ 

  （２）調達件名の特質等 詳細は、別冊の仕様書による。 

  （３）履行期間 Ｄ 

  （４）履行場所 Ｅ 

  （５）入札方法 

     落札者の決定は、最低価格落札方式をもって行うので、 

① 競争加入者又はその代理人（以下「競争加入者等」という。）は、請負代金の前

金払の有無、前金払の割合又は金額、部分払の有無又はその支払回数等の契約条件

を別紙契約書（案）及び国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学が定めたＦ（以

下「契約基準」という。）に基づき十分考慮して入札金額を見積もるものとする。 

  また、別に仕様書で定める場合を除き、請負に要する一切の諸経費を含め入札金

額を見積もるものとする。 

② 入札書にはＧを記載すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載され

た金額に当該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額Ｈをもって落札価

格とするので、競争加入者等は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか

免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する

金額を記載した入札書を提出しなければならない。 

  （６）入札保証金及び契約保証金 免除 

 

３ 競争参加資格 

（１）国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学契約事務取扱規程第７条及び第８条に規

定される次の事項に該当する者は、競争に参加する資格を有しない。 

① 未成年者（婚姻若しくは営業許可を受けている者を除く。）、成年被後見人、被

保佐人及び被補助人並びに破産者で復権を得ない者 

なお、未成年者、被保佐人及び被補助人であって、契約締結のために必要な同意

を得ている場合は、これにあたらない。 
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② 以下の各号のいずれかに該当し、かつ、その事実があった後２年を経過していな

い者（これを代理人、支配人その他の使用人として使用する者についてもまた同じ。） 

    （ア）契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若し

くは数量に関して不正の行為をした者 

    （イ）公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得る

ために連合した者 

    （ウ）落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

    （エ）落札したが契約を締結しなかった者 

    （オ）監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

    （カ）正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

    （キ）前各号のいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者を、契約の履

行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

  （２）文部科学省競争参加資格（全省庁統一資格）において、開札時までにＩ近畿地域

のＪに格付けされている者であること。 

     なお、競争参加資格を有しない競争加入者は、速やかに資格審査申請を行う必要が

ある。 

   （３）学長から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

  （４）都道府県公安員会から警備業法に基づく認定を受けていること。 

  （５）本件調達を別冊仕様書に従い履行することができることを証明した者であること。 

  （６）本件調達の入札において、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（昭

和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という｡) に違反し、価格又はその他の

点に関し、公正な競争を不法に阻害するために入札を行った者でないこと。 

 

 ４ 入札書等の提出場所等 

  （１）入札書及び上記３の競争参加資格を有することを証明する書類（以下「競争参加資

格の確認のための書類」という。）及び履行できることを証明する書類の提出場所、

契約条項を示す場所及び問合せ先 

     〒６３０－０１９２  奈良県生駒市高山町８９１６―１９ 

     国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学 

管理部施設課施設企画係 

  ＴＥＬ：０７４３－７２－５０５３ 

  （２）入札書等の受領期限  

     Ｋ（郵送（書留郵便等の配達記録が残るものに限る。）する場合には受領期限ま

でに必着のこと。） 

  （３）入札書等の提出方法 

    ① 競争加入者等は、別冊の契約書 (案) 、仕様書及び契約基準を熟覧のうえ入札し

なければならない。この場合において、当該契約書等に疑義がある場合は、上記（１）

に掲げる者に説明を求めることができる。 
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    ② 競争加入者等は次に掲げる事項を記載した別紙様式の入札書を作成し、封書に入

れ封印し、かつ、その封皮に氏名（法人の場合はその名称又は商号）及び「Ｌ開

札Ｃの入札書在中」と朱書しなければならない。 

    （ア）Ｃ 

    （イ）入札金額 

    （ウ）競争加入者本人の住所、氏名（法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の

氏名）及び押印（外国人の署名を含む。以下同じ） 

    （エ）代理人が入札する場合は、競争加入者本人の住所及び氏名（法人の場合は、そ

の名称又は商号及び代表者の氏名）、代理人であることの表示並びに当該代理人

の氏名及び押印 

    ③ 郵送（書留郵便に限る）により提出する場合は二重封筒とし、表封筒に「Ｌ開

札Ｃの入札書在中」と朱書きし、中封筒の封皮には直接に提出する場合と同様

に氏名等を朱書きし、上記４の（１）宛に入札書等の受領期限までに到達するよ

う送付しなければならない。なお、電報、ファクシミリ、電話その他の方法によ

る入札は認めない。 

    ④ 競争加入者等は、入札書の記載事項を訂正する場合は、当該訂正部分について押

印をしておかなければならない。 

    ⑤ 競争加入者等は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることがで

きない。 

  （４）入札の無効 

     入札書で次の各号の一に該当するものは、これを無効とする。 

    ① 入札公告及び入札説明書に示した競争参加資格のない者の提出したもの 

    ② 件名及び入札金額のないもの 

    ③ 競争加入者本人の氏名（法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の氏名）及

び押印のない又は判然としないもの 

    ④ 代理人が入札する場合は、競争加入者本人の氏名（法人の場合は、その名称又は

商号及び代表者の氏名）、代理人であることの表示並びに当該代理人の氏名及び押

印のない又は判然としないもの（記載のない又は判然としない事項が、競争加入者

本人の氏名（法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の氏名）又は代理人であ

ることの表示である場合には、正当な代理であることが代理委任状その他で確認さ

れたものを除く。） 

    ⑤ 件名に重大な誤りのあるもの 

    ⑥ 入札金額の記載が不明確なもの 

    ⑦ 入札金額の記載を訂正したものでその訂正について印の押してないもの 

    ⑧ 入札公告及び入札説明書に示した入札書等の受領期限までに到達しなかったも

の 

⑨ 入札公告及び入札説明書に示した競争加入者等に要求される事項を履行しなか

った者の提出したもの 
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    ⑩ 上記３の(２)なお書きによる資格審査が開札日時までに終了しないとき又は資

格を有すると認められなかったときのもの 

    ⑪ 独占禁止法に違反し、価格又はその他の点に関し、公正な競争を不法に阻害した

と認められる者の提出したもの（この場合にあっては、当該入札書を提出した者の

名前を公表するものとする。） 

    ⑫ その他入札に関する条件に違反したもの 

  （５）入札の延期等 

      競争加入者等が相連合し、又は不穏の挙動をする等の場合であって、競争入札を

公正に執行することができない状況にあると認められるときは、当該入札を延期し、

又はこれを廃止することがある。 

  （６）代理人による入札 

    ① 代理人が入札する場合は、入札時までに代理委任状を提出しなければならない。 

    ② 競争加入者等は、本件調達に係る入札について他の競争加入者の代理人を兼ねる

ことができない。 

  （７）開札の日時及び場所 Ｍ 

  （８）開札 

    ① 開札は、競争加入者等を立ち会わせて行う。ただし、競争加入者等が立ち会わな

い場合は、入札事務に関係のない職員を立ち会わせて行う。 

    ② 開札場には、競争加入者等並びに入札事務に関係のある職員（以下「入札関係職

員」という。）及び上記①の立会職員以外の者は入場することはできない。 

    ③ 競争加入者等は、開札時刻後においては、開札場に入場することはできない。 

    ④ 競争加入者等は、開札場に入場しようとするときは、入札関係職員の求めに応じ、

身分証明書を提示しなければならない。この場合、代理人が（６）の①に該当する

代理人以外の者である場合にあっては、代理委任状を提出しなければならない。 

    ⑤ 競争加入者等は、学長が特にやむを得ない事情があると認められる場合のほか、

開札場を退場することはできない。 

    ⑥ 開札場において、次の各号のいずれかに該当する者は当該開札場から退去させる。 

    （ア）公正な競争の執行を妨げ又は妨げようとした者 

    （イ）公正な価格を害し又は不正の利益を得るために連合をした者 

    ⑦ 開札をした場合において、競争加入者等の入札のうち、予定価格の制限に達した

価格の入札がないときは、再度の入札を行う。この場合において、競争加入者等の

すべてが立ち会っている場合にあっては直ちに、その他の場合にあっては別に定め

る日時において入札を行う。 

 

 ５ その他 

  （１）競争加入者等に要求される事項 
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   ① この一般競争に参加を希望する者は、封印した入札書を上記３の競争参加資格の

確認のための書類及び履行できることを証明する書類とともに、上記４の（２）入

札書等の受領期限までに提出しなければならない。 

   ② 競争加入者等は、開札日の前日までの間において、学長から競争参加資格の確認

のための書類及び履行できることを証明する書類その他入札公告及び入札説明書

において求められた条件に関し、説明を求められた場合には、競争加入者等の負担

において完全な説明をしなければならない。 

   ③ 競争加入者等又は契約の相手方が本件調達に関して要した費用については、すべ

て当該競争加入者等又は契約の相手方が負担するものとする。 

   ④ 競争加入者等は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年

法律第５４号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

   ⑤ 競争加入者等は、入札に当たっては競争を制限する目的で他の競争加入者等と入

札金額又は入札意思についていかなる相談も行わず、独自に価格を定めなければな

らない。 

   ⑥ 競争加入者等は、落札者の決定前に他の競争加入者等に対して入札金額を意図的

に開示してはならない。 

  （２）競争参加資格の確認のための書類及び履行できることを証明する書類 

    ① 競争参加資格の確認のための書類及び履行できることを証明する書類は別紙１

により作成する。 

    ② 資料等の作成に要する費用は、競争加入者等の負担とする。 

    ③ 学長は、提出された書類を競争参加資格の確認以外に競争加入者等に無断で使用

することはない。 

    ④ 一旦受領した書類は返却しない。 

    ⑤ 一旦受領した書類の差し替え及び再提出は認めない。 

    ⑥ 競争加入者等が自己に有利な評価を受けることを目的として虚偽又は不正の記

載をしたと判断される場合には、評価の対象としない。 

  （３）落札者の決定方法 最低価格落札方式とする。 

   ① 上記４の（３）に従い書類・資料を添付して入札書を提出した競争加入者等であ

って、上記３の競争参加資格及び本入札説明書において明らかにした要求要件をす

べて満たし、当該競争加入者等の入札価格が国立大学法人奈良先端科学技術大学院

大学契約事務取扱規程第１５条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った競争加入者等を落札者とする。ただ

し、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適

合した履行がなされないおそれがあると認められるとき又はその者と契約を締結

することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって、著しく不適当であ

ると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者の

うち最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 
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   ② 落札者となるべき者が二人以上あるときは、直ちに当該競争加入者等にくじを引

かせ、落札者を決定するものとする。また、競争加入者等のうち出席しない者又は

くじを引かない者があるときは、入札執行事務に関係ない職員がこれに代わってく

じを引き落札者を決定するものとする。 

   ③ 学長は、落札者を決定したときは、直ちに落札者を決定したこと、落札者の氏名

及び落札金額を、落札者とされなかった競争加入者等に通知する。 

   ④ 落札者が、指定の期日までに契約書の取り交わしをしないときは、落札の決定を

取り消すものとする。 

  （４）手続きにおける交渉の有無 無 

  （５）契約書の作成 

    ① 競争入札を執行し、契約の相手方が決定したときは、契約の相手方として決定し

た日から１０日以内に（契約の相手方が遠隔地にある等特別の事情があるときは、

指定の期日までに）契約書の取り交わしをするものとする。 

    ② 契約書を作成する場合において、契約の相手方が遠隔地にあるときは、まず、そ

の者が契約書の案に記名押印し、更に学長が当該契約書の案の送付を受けてこれに

記名押印するものとする。 

    ③ 上記②の場合において、学長が記名押印したときは、当該契約書の１通を契約の

相手方に送付するものとする。 

    ④ 学長が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ、本契約は確定しない

ものとする。 

  （６）支払条件  Ｎ 

  （７）質疑がある場合は、Ｏまでに書面（任意様式）にて提出するものとする。質疑に

対する回答は次のとおり閲覧に供する。 

・閲覧期間：Ｐ 

・閲覧場所：奈良先端科学技術大学院大学ホームページ 

https://www.naist.jp/corporate/facilities.html 

 

 

別  紙  １   競争参加資格の確認のための書類及び履行できることを証明する書類 

別 紙 様 式   入 札 書 様 式 

別紙作成例１   代 理 委 任 状 

別紙作成例２   誓  約  書 

別  冊   仕  様  書 

別  冊   契 約 書（案） 

別  冊   契 約 基 準 
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別紙１ 

 

競争参加資格の確認のための書類及び履行できることを証明する書類 

 

１ 競争参加資格の確認のための書類 

（１）Ｉの、文部科学省競争参加資格（全省庁統一資格）の資格 

  審査結果通知書の写し                   ・・・１部 

 

（２）警備業法に基づく認定書の写し              ・・・１部 

 

（３）誓約書                         ・・・１部 

 

２ 履行できることを証明する書類 

（１）本件に関する参考見積書及び内訳書            ・・・各１部 

 

（２）警備責任者及び現場施設警備員の資格に関する次の書類   ・・・各１部 

○警備責任者（１名） 

①普通救命講習修了証 

②次のいずれかの書類 

・施設警備業務に係わる警備員等の検定に関する規則（以下「検定規則」という。）

第４条に規定する施設警備業務１級の合格証明書 

・検定規則第４条に規定する施設警備業務２級の合格証明書及び当該合格証明書の

交付を受けた後、３年以上の施設警備経験を有することを証明する書類（経歴書

等）。 

③次のいずれかの書類 

・施設警備業務に係わる指導教育責任者証 

・上記①に掲げるものの他、施設警備業務に係わる警備業法施行規則第３８条第１

項に規定する業務別教育を行うについて十分な能力を有する者として、都道府県

公安委員会があらかじめ指定する者であることを証明する書類。 

※なお、警備責任者は現場施設警備員を兼ねることができるので、重複する資料は省略

することができる。 

 

○現場施設警備員（以下（Ａ）～（Ｂ）） 

（Ａ）施設警備隊長（１名） 

①普通救命講習修了証 

②次のいずれかの書類 

・検定規則第４条に規定する施設警備業務１級の合格証明書 

・検定規則第４条に規定する施設警備業務２級の合格証明書及び当該合格証明書の
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交付を受けた後、３年以上の施設警備経験を有することを証明する書類（経歴書

等）（任意様式）。 

（Ｂ）施設警備隊員 

①普通救命講習修了証 

②次のいずれかの書類 

・検定規則第４条に規定する施設警備業務１級の合格証明書 

・検定規則第４条に規定する施設警備業務２級の合格証明書 

・防災センター要員講習の修了証若しくは自衛消防業務講習の修了証の交付を受け

ていること。ただし、修了証は業務期間中、有効なものとする。 

③１年以上の施設警備経験を有することを証明する書類（経歴書等）。 

 

（３）作業計画書（以下のもの。様式任意）           ・・・各１部 

   ①予定の作業従事者名簿 

氏名、生年月日、性別、資格、経験年数等を記載したもの 

   ②当該警備業務実施体制（組織）図 

    指揮命令系統、連絡先、担当者及び責任者を図示したもの 

   ③緊急時連絡体制図 

    災害時、深夜及び休業日等に急務が発生した場合の連絡先、 

    担当者及び責任者を図示したもの 

 

 

※上記書類の他、必要に応じて補足書類の提出を求める場合がある。 

 

※上記１（３）及び２（１）、（２）、（３）の書類に関しては、競争加入者等の社印、代表者印

を押印すること。 

 

※提出された個人情報は、業務を履行できることの確認以外には使用いたしません。          
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別紙様式 入札書様式 

 

 

 

入     札     書 

 

件名及び数量  Ｃ 

 

 

入 札 金 額  金         円也 

 

 

 国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学が定めるＦを熟知し、仕様書に従って上記の請

負を履行するものとして、入札に関する条件を承諾の上、上記の金額によって入札します。 

 

 

  令和  年  月  日 

 

   

  国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学 御 中 

 

 

 

          競争加入者 

           〔住  所〕 

           〔氏名、押印〕（法人の場合は、その名称又は商号及び            

                  代表者の（職）・氏名、（代表者の）印） 
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備 考 

 

 （１） 日付は、作成当日の日付を記入すること。 

 

 （２） 代理人が入札する場合の競争加入者欄の記載 

            競争加入者 

            〔住  所〕 

             〔氏  名〕（法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の（職）・

氏名） 

            代 理 人      

            〔住  所〕 

            〔会 社 名〕 

            〔代理人の（職）・氏名、（委任状に押印の）印〕 

 

 （３） 復代理人が入札する場合の競争加入者欄の記載 

          競争加入者 

            〔住  所〕 

             〔氏  名〕（法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の（職）・

氏名） 

             復 代 理 人 

            〔住  所〕 

                        〔会 社 名〕 

            〔復代理人の（職）・氏名、（復委任状に押印の）印〕 
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別紙作成例 １ 代理委任状 

 

Ａ（競争加入者が権限について社員等に代理委任する場合） 

 

委  任  状 

令和  年  月  日 

国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学 御中 

 

                委 任 者（競争加入者） 

                〔住  所〕 

                〔会 社 名〕 

                                〔代表者の職・氏名、代表者の印〕 

 

私は、下記の者を代理人と定め、下記の一切の権限を委任します。 

 

記 

 

 受任者（代理人）  〔支社・支店・営業所等の住所〕 

           〔会社名・支社・支店・営業所等の名称〕 

           〔受任者の職・氏名〕 

 

Ｌ、国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学において開札される「Ｃ」の一般競争入札に

関する件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注１ 本代理委任状により受任する代理人は、入札書以外の書類については、作成（記名・押印）権限を有

しないので注意すること。 

注２ 本代理委任状は、代理権を行使するまでに提出すること。 

受任者（代理人）使用印鑑 
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Ｂ（支社長・支店長・営業所長等が一定期間競争加入者の代理人となる場合） 

 

委  任  状 

令和  年  月  日 

国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学 御中 

 

                委 任 者（競争加入者） 

                〔住  所〕 

                〔会 社 名〕 

                                〔代表者の職・氏名、代表者の印〕 

 

私は、下記の者をＬ、国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学において開札される「Ｃ」

の一般競争入札に関する件の代理人と定め、貴学との間における下記の権限を委任します。 

 

記 

 

受任者（代理人） 〔支社・支店・営業所等の住所〕 

         〔会社名・支社・支店・営業所等の名称〕 

         〔受任者の職・氏名〕 

 

委 任 事 項  １．入札及び見積りに関する一切の件 

         ２．契約締結に関する件 

         ３．入札保証金及び契約保証金の納付及び還付に関する件 

         ４．契約事項の履行及び取下げに関する件 

         ５．請負代金の請求及び受領に関する件 

         ６．復代理人の選任に関する件 

         ７．その他契約に関する一切の事項 

 

 

 

 

 

 

 

 
注１ 本代理委任状は、代理権を行使するまでに提出すること。 

受任者（代理人）使用印鑑 
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Ｃ（競争加入者から前頁Ｂの代理委任を受任している支社長・支店長・営業所長等が、権限に

ついて社員等に復委任する場合） 

 

委   任   状 

令和  年  月  日 

国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学 御中 

 

                委 任 者（競争加入者の代理人） 

                 〔支社・支店・営業所等の住所〕 

                 〔会社名・支社・支店・営業所等の名称〕 

                 〔職・氏名・Ｂ委任状使用印〕 

 

私は、下記の者を〔会社名・代表者職・氏名〕（競争加入者）の復代理人と定め、下記の一

切の権限を委任します。 

 

記 

 

受任者（復代理人） 〔支社・支店・営業所等の住所〕 

          〔会社名・支社・支店・営業所等の名称〕 

          〔受任者の職・氏名〕 

 

Ｌ、国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学において、開札される「Ｃ」の一般競争入

札に関する件 

 

 

 

 

 

 

 

 
注１ 本代理復委任状により受任する復代理人は、入札書以外の書類については、作成（記名・押印）権限

を有さないので注意すること。誓約書等は、競争加入者の代理人（支社長・支店長・営業所長等）が作

成（記名・押印）すること。 

注２ 本代理委任状は、前頁Ｂの代理委任状（復代理人の選任に関する委任事項が含まれていること。）が提

出されていなければ無効となるので注意すること。 

注３ 本代理委任状は、代理権を行使するまでに提出すること。 

受任者（競争加入者の復代理人） 

使用印鑑 
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別紙作成例 ２ 誓約書 

 

誓   約   書 

 

 貴学における「Ｃ」の競争入札に参加するにあたり、入札公告２の競争参加資格について

下記のとおり誓約いたします。 

 

記 

 

（１） 国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学契約事務取扱規程の第７条及び第８条の規

定に該当しません。 

 

（２） 別紙資格審査結果通知書（全省庁統一資格）（写）のとおり、格付けされています。 

 

（３） 貴学学長から取引停止の措置を受けている期間中の者ではありません。 

 

（４） 仕様書に従い、本件請負業務を履行できる者であります。 

 

（５） 本件調達の入札において、「独占禁止法」に違反し、価格又はその他の点に関し、公

正な競争を不法に阻害するために入札を行った者ではありません。 

 

 

令和  年  月  日 

 

国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学 御中 

 

       競争加入者 

        〔住  所〕 

        〔氏名、押印〕（法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の（職） 

・氏名、（代表者の）印） 

 

 

 

 

 

注１ 別紙作成例１代理委任状Ｂによる代理委任を受けた代理人が作成する場合は、競争加入者欄を別紙様

式入札書様式の｢代理人が作成する場合｣と同様に記載すること。 
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入札に関する問合せ先 

 

 
 

国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学 
施設課施設企画係 

 
TEL 0743-72-5053 

FAX 0743-72-5013 
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